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東京都障害者就労支援協議会

(第8回)
平成22年7月9日(金)午前10時00分

東京都庁第二本庁舎31階特別会議室21
午前10時00分開会

○芦田部長　それでは、定刻になりましたので、只今から第8回東京都障害者就労支援協議会を開催いたします。

　私は、本協議会の幹事を務めさせていただいております福祉保健局障害者施策推進部長の芦田と申します。本日は、皆様、大変お忙しい中をお集まりいただきまして、ありがとうございます。後程座長に進行をお願いしますまでの間、進行を務めさせていただきますので、よろしくお願いいたします。

　まず、お手元に配付をしてございます資料でございますが、｢会議次第｣のところにございますように、資料1から5まで、それから提供資料として4冊の報告書を配付させていただいております。資料2と資料3は、先立って郵送させていただきましたが、若干修正したものを本日配付させていただいております。他の資料は、本日初めてお席の方に配付をしております。よろしいでしょうか。

　それでは初めに、東京都福祉保健局長の杉村よりご挨拶を申し上げます。

○杉村局長　東京都福祉保健局長の杉村でございます。委員の皆様には、本当に朝早くから、また大変お忙しい中、本日の東京都障害者就労支援協議会にご参加いただきまして、誠にありがとうございます。加えまして、日ごろから東京都の障害者施策に対しましてご理解とご支援をいただいております。本当にありがとうございます。改めて御礼を申し上げます。

　さて、既にもうご承知のとおりでございますけども、東京都は、国、区市町村、企業、福祉団体等との連携によりまして、社会全体で障害者雇用の拡大に取り組む機運を醸成して障害者の雇用をバックアップするために、平成19年10月にこの協議会を立ち上げさせていただきました。協議会では、平成20年11月に｢首都ＴＯＫＹＯ障害者就労支援行動宣言｣、それから｢障害者雇用･就労推進ＴＯＫＹＯプラン｣を策定いたしました。これに引き続きまして、昨年9月には、行動宣言及び行動指針を具体化する事業計画といたしまして、｢障害者雇用･就労推進連携プログラム2009｣というものを策定いたしまして、協議会を構成する各団体が時には十分な連携を図りながら様々な取り組みを進めているところでございます。

　一方、こうした努力をしているのにもかかわらず、大変障害者の雇用情勢は厳しいものがございます。平成21年6月現在の都内民間企業における実雇用率は、ここ数年上昇傾向にありますけども、依然として法定雇用率に及ばず、特に中規模、小規模の企業では雇用率がまだ1％未満ということで、伸び悩んでおります。

　また、21年度の都内ハローワークにおきます障害者の就職者数につきましても、精神障害者につきましては前年度に比して増加したものの、全体では3.4％の減少と、大変厳しい数字になっております。

　その一方で、障害者雇用促進法の改正によりまして、障害者雇用納付金制度の対象事業主が拡大されることなどから、今後、障害者雇用を巡る環境が大きく変化するということも予測をされているところでございます。

　今後とも厳しい状況の克服を目指しまして、協議会に集う各団体の皆様の力を結集することによりまして、雇用･就労の支援策の充実強化を図り、障害者一人一人の就労を支援していくということが強く求められているというふうに考えております。

　本日の協議会におきましては、就労支援に向けました各団体の取り組みの進捗状況を確認させていただきまして、進行管理していくための事業計画でございます｢障害者雇用･就労推進連携プログラム2010｣につきましてご協議いただく他、個別テーマといたしまして、精神障害者の就労支援及び障害者雇用促進法の改正に伴う企業への支援という2つのテーマについてご議論をお願いしたいというふうに考えております。
　委員の皆様には、引き続きまして専門的あるいは実践的なご意見、ご提案等のご発言をいただけることを期待いたしております。本当に委員の皆様には大変お世話になりますけれども、どうかよろしくお願い申し上げます。

○芦田部長　それでは、本日の議事に先立ちまして、今年度初めての会議ですので、委員の皆様、ご紹介申し上げます。

　お手元の資料1の｢委員名簿｣の順にご紹介をさせていただきます。

　まず、社会福祉法人多摩棕櫚亭協会の天野委員でございます。

○天野委員　よろしくお願いします。

○芦田部長　花王株式会社の井上委員でございます。

○井上委員　井上です。どうぞよろしくお願いします。

○芦田部長　学習院大学経済学部教授の今野委員でございます。

○今野座長　よろしくお願いします。

○芦田部長　みなと障がい者福祉事業団の大森委員でございます。

○大森委員　大森でございます。よろしくお願いいたします。

○芦田部長　東京障害者職業センターの岡野委員でございます。

○岡野委員　岡野です。よろしくお願いします。

○芦田部長　株式会社三和電機製作所の林委員でございます。

○林委員　　林でございます。よろしくお願いします。

○芦田部長　株式会社ローソンの日野委員でございます。

○日野委員　日野でございます。よろしくお願いいたします。

○芦田部長　東京労働局の深井委員でございます。

○深井委員　おはようございます。深井でございます。

○芦田部長　都立青峰学園の馬籠委員でございます。

○馬籠委員　馬籠でございます。よろしくお願いいたします。

○芦田部長　東京都中小企業団体中央会の三原委員でございます。

○三原委員　三原と申します。よろしくお願いいたします。

○芦田部長　社会福祉法人東京都知的障害者育成会の宮武委員でございます。

○宮武委員　宮武です。よろしくお願いします。

○芦田部長　東京経営者協会の山鼻委員でございます。

○山鼻委員　山鼻です。よろしくお願いします。

○芦田部長　なお、東京学芸大学の菅野委員はご欠席との連絡を受けております。

　また、東京商工会議所の平澤委員がご欠席で、本日、代理として石井様が出席をされております。

○石井委員(代理：平澤)　石井でございます。よろしくお願いします。

○芦田部長　続きまして、幹事をご紹介いたします。

　教育庁特別支援教育推進担当参事の前田でございます。

○前田参事　前田でございます。よろしくお願いいたします。

○芦田部長　なお、産業労働局雇用就業部長の小田、財団法人東京しごと財団事務局長の田倉は欠席をさせていただいております。

　続いて、事務局でございますが、福祉保健局障害者施策推進部就労支援担当課長の野原でございます。

○野原課長　野原です。よろしくお願いいたします。

○芦田部長　産業労働局雇用就業部就業推進課長の吉田でございます。

○吉田課長　吉田でございます。よろしくお願いいたします。

○芦田部長　それでは、これからの進行は今野座長にお願いしたいと思いますので、よろしくお願いをいたします。

○今野座長　それでは、よろしくお願いをいたします。

　先程杉村局長よりお話がありましたように、本日はお手元の｢議事次第｣にありますように、第1番目は、｢障害者雇用･就労推進連携プログラム2010について｣、もう1つは、テーマ別の議論として、｢精神障害者の就労支援｣と｢障害者雇用促進法の改正を踏まえた就労支援｣、今日はこれらについて議論をしていただきたいと思います。

　本日、こういうテーマを取り上げた背景については局長から既にお話がありましたので、早速、事務局から資料の説明を受けて議論に入りたいと思います。

　それでは、まず第1番目の議題ですが、資料2に基づいて事務局から説明をしていただいて議論したいと思います。よろしくお願いします。
○野原課長　それでは、障害者雇用･就労推進連携プログラム2010についてのご説明をさせていただきたいと思います。

　皆様、お手元に資料2という冊子があると同時に、Ａ3版で｢障害者雇用･就労推進連携プログラム2010の構成｣というものがあるかと思いますけれども、そちらの方も参照しながらということでお願いをしたいと思います。

　連携プログラム2010については、昨年策定をしました2009に集約した50の各事業について、事業の追加などもいたしましたけれども、事業を所管している各団体に依頼をいたしまして、21年度の事業実績、22年度の目標などについてご報告をいただきまして、案を事務局で取りまとめたものでございます。

　6月16日には東京労働局と東京障害者職業センター、それから都庁内の3局で小さな事務局会議を開きまして、調整をした上で作成をしております。

　冊子の一番上のところの｢連携プログラム｣という名称については昨年と同様でございますが、行政、経済団体、企業が連携して就労支援に取り組んでいくということを示すものでございます。
　表紙を捲りまして、リード文、3ページでございますけれども、こちらについては、この協議会の中で平成20年度に行動宣言、そして21年度に連携プログラム2009をつくってきたこと。雇用情勢については、大変に厳しい状況が続いている。しかし、その一方で、障害者雇用促進法が改正されて、今後は障害者雇用に取り組んでいく企業も増えていくのではないかと、環境の変化も予測されること。こうした中で、福祉施設から企業への移行の仕組みを強化していく、また一般就労を推進するとともに、一端離職してしまったような方には再就職を支援、それから一度就職したらばその継続に向けた取り組みなどを推進していきたいということを謳っております。それから、行政自らの雇用ということで、東京都では障害者を6カ月間雇用する｢雇用にチャレンジ事業｣を実施している他、国や、それから区や市などでも障害者を雇用している。こうした取り組みについても一般就労に繋げる足掛かりとして今後も着実に進めるというものでございます。こうした状況の中で連携プログラム2010を策定したというものでございます。

　次のページ、4ページから9ページまででございますけれども、ここに文章が付けてございます。障害者の就労支援策、沢山の機関にお世話になり、連携しながらやっていますけれども、まず、行政部門である国と東京都が明確に方針を定めて、リーダーシップをとっていく必要があると考えまして、現在の方針、取り組みなどについて一度広く都民の方にもお知らせをするため、文章化をいたしました。

　1ページ目というか、4ページのところは、東京労働局の方にもご協力いただきましてつくりました。まず東京の障害者雇用の現状について、その後で国の方針、それから障害者雇用促進法の概要を4ページから6ページまでご説明をするという内容になっております。

　ポイントとしては、4ページ目だと、依然として厳しい雇用情勢が続き、その一方で、大企業を中心に雇用率は上昇しているけれども、小さい規模のところではやはり厳しいと。就職者数については、減少している一方ですが、最近、精神障害者については、まだ少ないけれども、増加傾向にあるということを、トピック的に見出しとして出させていただいております。

　2番目、国の取り組みの方針としましては、まず雇用率については、達成に向けて指導をしていくこと、それから、支援体制の充実強化などについて、一人一人の状況などに合ったきめ細かな就職支援をしていく、また、色々な機関と連携していく｢チーム支援｣についても取り組んでいくということを取り組み方針として挙げております。
　6ページ目については、雇用の促進等に関する法律の改正についての概要でございます。
　続いて、都の取り組みについて、7ページから9ページまでございますけれども、これは庁内3局、福祉保健局、産業労働局、東京都教育委員会、この3つについての取り組みでございます。それぞれ見出しを付けております。

　福祉保健局においては、｢身近な地域における就労･定着支援｣ということで、区市町村の障害者就労支援センター、それから広域的なところを担っていく障害者就業･生活支援センター、こちらで地域の障害者の方を対象にきめ細かな支援に取り組んでいくというものでございます。この活動についてＰＲしていくために、21年度には福祉保健局として企業向けの啓発のＤＶＤ｢障害者雇用の頼れるパートナー｣を作成しまして、活動のＰＲにも努めているというものでございます。

　それから、｢福祉施設からの就労移行の促進と離職者への支援｣ということで、職場実習の機会を確保して一般就労に繋げていくための｢障害者職場実習ステップアップ事業｣、それから今年度新規の｢離職障害者職場実習事業｣を開始しているというものでございます。

　それから、人材育成事業として、｢就労支援体制レベルアップ事業｣を、東京障害者職業センターと合同で実施をしております。

　それから、いわゆる｢雇用にチャレンジ事業｣については、3局ご協力をいただきまして、今年度については3局で32名を雇用するという予定でございます。

　産業労働局については、こちら中小企業への支援、離職者の再就職を目指す職業訓練、それから雇用促進と職場定着に向けたきめ細かなコーディネートという3つのものが大きな分野かと思います。

　中小企業への支援については、財政的な支援、それから国の制度なども踏まえたものということで出てくるかと思います。それから、3局連携で企業向け普及啓発セミナーも開催しているというものでございます。

　それから、様々な分野の職業訓練、それから、コーディネート事業については、相談窓口を設けたり、障害者の就活セミナーを実施する、それから就業支援情報コーナーを設置するなど、ＰＲポイントとして書いております。
　それから、教育委員会の取り組みに移ります。
　こちらは、今年の秋、｢東京都特別支援教育推進計画第三次実施計画｣を策定するとお聞きしておりますけれども、まず特別支援学校の高等部の卒業生の就労状況について、企業への就労については中々伸び悩むところでもありますけれども、永福学園の卒業生も今回出たということで、今後、状況も変わってくるかと思います。高等部の職業教育の充実、それからインターンシップを含む就労先としての職場開拓の拡大などにも取り組んでいるという状況でございます。

　それから、｢一層の就労促進に向けた施策の充実｣としましては、個別移行支援計画の引き継ぎ、それから学校に対して企業向けの学校卒業生雇用ＰＲＤＶＤの一層の活用に取り組んでいるというものでございます。後は、卒業してから、区市町村障害者就労支援センターと連携をしまして、これまで学校で培ってきた個別移行支援計画を引き継いでいくということも必要であることなどが出てきております。

　ここまでが本文ですけれども、後は事業の一覧に入っていくものでございます。

　10ページ以降についてでございますけれども、Ａ3版の資料の｢障害者雇用･就労推進連携プログラム2010の構成｣をご覧いただけますでしょうか。この1枚物について構成を説明させていただきたいと思います。

　左側の上の方ですけれども、今説明してまいりました｢東京の障害者雇用に係る施策の展開｣、こちらの文章の後で、左右の見開きになっていて、左に行動宣言のプランの各行動が来て、右側には具体的な事業の一覧が入るという昨年の様式を踏襲したものになっております。昨年非常にかっちりとつくっておりますので、分かり難くなってはいけないと思いまして、今回は基本的に踏襲しております。
　そして、事業数は去年かっちり50事業だったのですけれども、追加をしております。内訳としては、新規事業が福祉保健局の離職障害者職場実習事業を付け加えており、こちら行動5の4番目の事業でございます。それから、追加としては、こちらの方のやはり精神保健･医療課の方で実施をしております、総合就労支援プログラム｢トライワークプロジェクト｣、左の表の一番下にあるもので、就職を望む精神障害者の方のために医療的なデイケアなどをプログラムを組んで行うというものでございます。こちら新規ではなくて過去から続けてきているのですけれども、今回追記をしたというものでございます。

　そして、網掛の部分が拡充のあった事業ということで、全部で15でございます。

　そして、この表の真ん中のところをご覧いただきたいのですけれども、｢旧番号｣と｢新番号｣というふうに併記をしております。去年の2009の中では旧番号ということで、50の事業が順番に通し番号で付いておりましたが、これだと将来新規のものを付け加えていくという時に事業番号が付け難いので、各行動に事業がぶら下がるということで、例えば行動1の1番目の事業であれば1－1というように新しい番号にしまして、今後もし追加などがあっても振りやすい形にしております。

　それから、網掛の拡充内容については、吹き出しを入れておりますので、ご確認をいただければと思います。

　この表を参照しながら本文のところをご覧いただきますけれども、新規、拡充につきましては欄の中にマル新規、マル拡充というものを打っておりまして、拡充部分についてはゴシック体にしているという形にしております。

　各主体の取り組みについて、事業の中で、事業団体別というものを1枚配付をしております。既に行動別のものをお配りしておりますけれども、事業団体別ということで、東京労働局はこの事業でやっている、次に福祉保健局はこの事業の固まりでやっている、それから産業労働局、しごと財団、行政の中の連携でやっているものがついて、教育庁、東京障害者職業センター、経営者協会、東京商工会議所、東京都中小企業団体中央会、それぞれの固まりの中で事業などを参照していただければと思います。
　次に、資料3ですが、これはプログラムのデータ編として入れることを想定したものでございます。

　去年の2009にも入れたものを更新していますが、単年度のデータしかないものについては、昨年、20年度実績なども入れまして、去年からどうだったかなということがこの中で確認出来るようにしております。

　ざっと行きますと、1番の手帳の保持者の数については、身体、知的、精神とも増ですけれども、特に精神の方が増えているというものでございます。

　それから、2番目の就職活動状況については、求職者については増えていて、就職者も増えていますが、就職率は総じて低下する傾向にあるというものでございます。

　就職率についても、3障害とも20年度より低下しているというものでございます。この中の｢その他｣については、発達障害と難病でございます。

　捲りまして、実雇用率については中々伸びてはいかないこと、それから雇用者数は総じて増加しているというところもありますけれども、厳しい雇用情勢が続いていることを示しています。自治体としても障害者雇用率については頑張ってはいるけれども、中々伸び難い事情もあるということがこの2ページ目の4と5でございます。

　それから次に、3ページ目、都立特別支援学校について、こちら就職状況についてはかなり伸びているということで、21年度、就業者数が487名、21年度の永福学園で第1期の卒業生の中で非常に沢山の方が一般企業に就職されたというものでございます。
　それから、7番目、こちらは地域の就労支援機関の実績ですが、区市町村の障害者就労支援センター、それから広域的なもので障害者就業･生活支援センター、こちら国の方の方針に基づきまして都が指定しており、5機関でありますが、総じて同じ傾向ということで、登録者数は増えているが、就職者数についてはほぼ横這いであるという状況が最近は見られるというものでございます。

　4ページ目から5ページ目については、産業労働局が所管する職業訓練の実施状況ですので、ご確認いただければ良いかと思います。よろしくお願いいたします。

　この連携プログラムについては、資料2と資料3を合わせた形で今後公表を予定しておりますけれども、今年度、既に四半期程過ぎて今、速やかに各事業を進めていくべきであると思います。本日色々ご意見などもいただくかと思いますけれども、これも踏まえまして、9月の｢雇用支援月間｣に併せて発表するのが妥当かと考えております。どうぞよろしくお願いいたします。

　以上、説明でございました。

○今野座長　ありがとうございました。

　それでは、ご意見、ご質問、よろしくお願いします。いかがでしょうか。どうぞ。
○深井委員　東京労働局でございます。

　今の連携プログラムの行動の18でございます。ページでいきますと48、49ページになりますが、資料ナンバー3でもお示しされているとおり、東京都教育委員会さんは残念ながら法定雇用率が未達成になっております。これに対して49ページの｢教育委員会の一般の雇用の拡充｣という欄では、障害者雇用を大きく拡充するための方策について検討を進めると記載されておりますが、今年度の事業目標についても具体的な方策を引き続き検討していくとなっております。実は教育委員会さんは不足数が101名ということで大分不足しておりまして、私共、いわゆる法に基づいて障害者の計画的な雇い入れ計画書を作成いただく指導の対象になっておりまして、昨年1月にその命令を私共から発出させていただいたところでございます。その命令も3年計画で今年は2年目になりますので、出来れば具体的な数値目標をお示しいただければ良かったというところでございます。雇い入れ計画書との整合性等もございますので、具体的な数字があれば良かったというところでございます。
　以上です。

○今野座長　いかがしますか。お聞きしておきますか、それとも何かあれば。これから数値目標で検討するとここで宣言しますか、それとも検討しますということにしますか。

○前田参事　所管も違いますが、教育委員会の幹事として来ていますので、お話としてはお伺いしておきますが、ご存じのように、教育委員会としては膨大な教員、教職員を含めてなんですが、特に免許職種としての教員を雇用しておりまして、そういった関係で、これはもう従前からずっとお話をしていることだと思うんですが、努力は長くしているんですが、具体的に数字としては上がってきていないということについては認識していますので、引き続き努力をさせていただきたいと思います。

　以上です。

○今野座長　ここの協議会では、数値目標をもう少し明示すると厳しい意見がありましたということにしておいて、それでご検討いただくということにして……。

　どうぞ。

○宮武委員　都庁ではチャレンジ雇用が始まりました。私共育成会もいろいろ都庁で知的障害者雇用を進めて欲しいということをお願いしてきまして、その都庁内で知的障害者の方が出来る仕事があるかというアンケートを以前とったと。殆どないと、そういう答えだったという話を聞いたことがあるんですが、具体的に知的障害者とか、そういう方の働く力なり、そういうことが中々イメージ出来ないと言いますかね。

　ですから、私共、企業さんに伺って、区市町村障害者就労支援センターですけれども、まず最初は、担当の方は、色々探すんだけれども出来る仕事はないというようなお答えが殆どなんですね。ですから、こちらが伺って、じゃあ、この仕事とこの仕事を組み合わせたりとか、もう少し工夫したりとか、やはりそういう切り出しする作業が必要なんですね。
　ですから、資格がある教員としての雇用というのは非常に難しいと思うんですが、学校の中で就労支援センターとか専門的なものを受け入れていただいて、知的障害の方が教育現場で実際に出来る仕事というのを切り出す作業が必要だと思うんですね。そういうふうな形で、一番大きな教育の場というのは知的の方もいらっしゃるし、そういうところで先輩達が働く姿を見るということは非常に教育効果も大きい訳ですから、そういう努力は是非していただきたいなというふうに思っております。
○前田参事　チャレンジ雇用につきましては、今年度からもうご指摘のとおり学校現場の方で知的障害の方についてのチャレンジ雇用は今取り組もうとしているところです。実績は今まだ少ないので、後、教育庁の事務局の方でも実は、私の職場も今年4月から2カ月程度1名の方に来ていただいていますが、チャレンジ雇用という形では知的障害の方の雇用については取り組みを今進めさせているんですが、何分期間も非常に短いということもございまして、中々大きな実績になるにはまだ少し時間がかかるかと思いますが、取り組みはさせていただきたいと思います。

○今野座長　お二人の意見は、事業目標で具体的にこういうことをするとか、目標にするとかというのをもう少し書き込んだ方がいいんじゃないですかということのアイデアを出していただいたと思います。ですから、それは受けてまた検討していただいて、修正するならこの事業目標を修正するということでご検討いただくということだと思います。ここでは色々難しそうですので、ここで宣言していただくと一番簡単なんですが、難しそうなので、そういうことでいいかな。

○野原課長　あと、チャレンジ雇用についてですけれども、雇用期間について大変短く、6カ月間です。法定雇用率には、雇用期間が1年間でないと現在入れられないので、3局頑張っていますけれども、成果に結び付けるにはどうしたらいいかなという、そうした制度のあり方にも問題はあるなと、事務局としても思っております。
　制度上、直ぐにどうこう出来るということではないのですが、中々それがこうした目に見える成果には結び付き難いという事情もあるということについて、お話をさせていただきたいと思います。

○今野座長　今のお二人の意見は、多分チャレンジ雇用を想定しているのでなくて一般雇用を想定した議論だと思いますので、一般雇用で教育委員会ということです。
○宮武委員　学校ですよね、学校でやっぱり雇用していただきたい。
○今野座長　学校でね。ですから、私が先程言ったような形でまとめさせていただきますので、ご検討下さい。それでいいですか。ここで約束しろとおっしゃるんだったらまた私は進行を変えるけど、よろしいですか。

○深井委員　はい。チャレンジ雇用も含めて、一般雇用、とにかく積極的に取り組んでいただきたいなと。
○今野座長　もう少し具体的に書けないかということでしょう。

○深井委員　そう、そこですよね。

○今野座長　それでは、他の件どうでしょうか。どうぞ。

○天野委員　続きじゃないんだけど、そういう意味では同じ発想で、数字ということで言わせていただければ、前に私、この会議で言ったと思うんです。これだと21ページですね。産業労働局の方ですけれども、訓練について、精神障害者を今度枠を広げて10名にするといった時に、私は前回60名にしてと言った覚えがあるんですね。60名は極端かなと思うんですけれども、これ当初のとおり10名というふうになっていますが、せめて精神の方の枠を20名にするとかと。たしか前回言って、それは検討します――少し課題になったかなと思っているんですけど、それは1つお聞きしたいです。

○今野座長　まず、ついていけなかったんですけど、21ページ。

○天野委員　就労推進プログラムの21ページの右側に、職能校の訓練の推進の中に｢拡充｣とありますね。これで精神の方を今度入れることにして、この定員枠を増やすという話があって、前回その説明をいただいた時に、6名を10名にするんじゃ何か目標として低いので、60名にして欲しいと言ったので。それで、その結果どうなったのかなと。

○今野座長　分かりました。私の持っている資料が少し違っていたものですから、分かりました。では、どうぞ。

○吉田課長　産業労働局でございます。
　事実関係だけ申し上げますと、まず20年度から6名試行、トライアルということで精神の枠があったということであります。22年度から本格実施ということでそれが10名に、約倍近くですけど、拡大したということであります。

　60名というお話ですが、その6名を60名にということだったということですが、そこは22年度、20年度から3年目になりますので、その実績を見て枠を増やせないかという枠の議論をしていかなきゃということだというふうに考えております。

○今野座長　じゃあ、一応検討いたしますということでいいの。これで決まりと……。

○吉田課長　22年度につきましては10名ということで担当から聞いているんですけれども、23年度以降の枠のあり方というのは実績を見てということだと思います。

　ちなみに、20年度の数字、たしか6名に対して多分枠が埋まらなかったというふうに聞いておりますので、枠取りだけしてもというのはあると思うので、そこは担当課と、委員の問題意識を伝えまして、その枠のあり方とマッチングと言いますか、そこは少し考えなきゃということを含めて考えさせていただきたいということで、22年度は10名ということでご理解いただきたいと思います。

○今野座長　よろしいですか。天野委員、また来年ここにいるとしたらまた言えばいいんですよ、覚えておいて下さい。

　それでは、他にいかがでしょうか。

○大森委員　いいですか。

○今野座長　はい、どうぞ。

○大森委員　今のところに引き続きなんですけれど、これは落ちる人が割といると聞くんですけれど、どれぐらいの倍率なんでしょうか、知的障害の方の。

　それと、年齢制限があるのかどうか。面接の時に年齢、何歳かというので、その年じゃ危ないねとはっきり言われたと聞くんですね。どこにも申込書には年齢制限というのはなかったから、これは少し違うのではないかなと思っていました。

○吉田課長　今手元にあるデータが、知的の方がとか精神の方がとか、そういう方のデータというのは取ってとっておりませんで、全体としての応募倍率と実際の入校の状況というのがございまして、平成21年度ですと応募が318名ございまして142名の方が入校されたということで、一定の絞るということは事実としてございます
　年齢については、担当ではないので、事実関係ございますけれども、一般的に、その訓練を受けて、その後のお仕事に繋がるということで職業訓練でございますので、そこの辺の適性を見せていただくということだと思います。後、実際にその作業をする科目であれば、その作業に耐えられるかということです。そういうことを見ての判断で今言ったような300名強の応募に対して約半分の方に入校していただいたということだと思います。年齢制限については、申し訳ないですけど、事実関係を私共把握しておりませんので。
○大森委員　ありがとうございます。もう1つ続けていいですか。

○今野座長　どうぞ。

○大森委員　23ページの働きたい人のマッチングのキャリア形成のところで少しお伺いしたいんですが、個別移行支援計画を卒業されたら支援機関とか企業に提出されているということになっていますが、している学校もあるんですけれど、個別移行支援計画が出てこない学校もあるんですが、これは徹底していただきたいなというふうに思います。これ大事だと思いますので。

○今野座長　それは伺っておけばいいかな。

○前田課長　当然、教育委員会としては徹底することを指導しておりますので、そういう事実があれば改めて徹底させていきたいというふうに思います。

○今野座長　他にいかがでしょうか。どうぞ。
○天野委員　最後に出てきた総合就労支援プログラム｢トライワークプロジェクト｣、31ページの一番下ですね。これが追加ということですが、これは東京都立中部総合精神保健福祉センターのリワークプログラムのことですよね。

○野原課長　はい、そのとおりです。

○天野委員　その東京都立中部総合精神保健福祉センターとか東京都立多摩総合精神保健福祉センターとか、もう1つ、3つ東京都立精神保健福祉センターがありますけど、その役割が今一つ地域というか、私達にとってはとても不明確で、今までは重症の精神障害者の方のケアとかに特化してするという話もあったんですが、東京都立中部総合精神保健福祉センターでこの頃リワークをしているということで、そうすると、東京都としてはこういう東京都精神保健センターにリワークだとか、うつ病の対策というものを重点的にやっていただこうという方向で理解していいのか、東京都立多摩総合精神保健福祉センターとか、他の東京都精神保健センターもあるのですが、今までと精神保健センターのあり方が少し良く見えていない。

　就労支援については、東京障害者職業センターもあるし、リワークもしているしということで分かりやすいのですが、東京都精神保健センターがリワークをするということの位置付けが少し分からないので、その辺を教えていただけますか。

○野原課長　すみません。ご指摘受けましたけれども、確かに精神障害者の方の就労支援ですけれども、大変恐縮ではありますけれども、まだ正直言いますと体系立ったものがないなというところがございます。ただ、各センターとも問題意識を持ったり、それぞれのプログラムも今やっているところですけれども、今後、一定程度方向性を出したり、整理をしていくということも必要と思いますが、どこで何をやるということについて明確なお答えは難しいです。所管としての課題かとも思いますけれども、実績を上げて、それを踏まえてということになるので、少し長い作業になるかと思います。ご満足いただけるとは思いませんけれども、問題としては認識しております。

○天野委員　そうすると、今の段階でセンターがそれぞれ――もう1つ、東京都心身障害者福祉センターというのがありますね。センターは色々あるんですけど、各センターの役割がもし就労支援も重点的にするということならば、例えば発達障害や、少し難しいと言われる、新しいと言われる障害について特化して就労支援までやっていくのがセンターだというふうになると、地域もやりやすいんですよね。

　でも、それを本当に東京都立精神保健福祉センターが担うのかどうかも少し良く分からないんですが、もし担うとしたら、そこのセンターのやることはこういう専門性に特化したことで、そこでノウハウをつくるんだとか、出来上がったものを地域に教えてくれるんだというふうに言われると分かりやすいと思う。
　いろんな東京都のセンターが何をやろうとしているのかなと。地域でもやっていることと似ていたりするので、どういう位置付けにしてやっていくのかというのを、そこら辺を明確にしていただいて、分かるようにしていただければと思います。

　今まで東京都立中部総合精神保健福祉センターがあるなと思っていたけど、ここにうつの就労支援が出てくるとさらに一体どうやって考えるのかなというふうに、少し分らなかったものですから。

○芦田部長　少し補足をさせていただきますと、精神保健福祉センターは都内に今3カ所、地域割りで設置をしております。また、東京都心身障害者福祉センターは2カ所、支所も含めて2カ所設置をしておりますが、この東京都立中部総合精神保健福祉センターでやっているトライワークプロジェクトというのは平成18年から実施をしているのですが、基本的には、各センターの役割というのは、困難ケース等に対する対応が中心で、それからまだ区市町村で支援が十分でないようなケースをモデル的に実施をして、そのノウハウを区市町村等に伝えて、そういう地域支援の機能を中心にこれから進めていこうというのが大きな方向性としてあります。

　トライワークプロジェクトも規模としてはそんなに大きくなんですが、実際、今18年からやっているノウハウ等をいろんな形で区市町村のデイケア等に活用して貰うように研修とかの場で伝えるとか、そういうことをしています。

　3センターでうつの方のリワークが全て出来る訳ではありませんので、基本的には区市町村の体制が整うまでのノウハウの蓄積のようなものを考えておりまして、そのようなノウハウを各地域でも出来るように広めるというのが基本的な考え方ですね。

　東京都心身障害者福祉センターの方で言えば、ここは身体、知的の更生相談所ですので、主に就労支援というのは高次脳機能障害者に対する就労支援の方を今特に特化してやっているという状況があります。それも基本的には区市町村で今どんどん事業が拡大しつつありますので、そのようなノウハウを区市町村に広めていくために行っているということでございます。

○今野座長　よろしいですか。
　それでは、他にいかがでしょうか。今日は皆さんから意見いただいて、連携プログラム2010について改善すべき点は改善したいということなんですが。

○林委員　　先程野原課長の方からご報告のあったように、中小企業の雇用率が非常に低いというご報告がございましたけども、これを私なりに解釈しますと、中小企業向けのこういう障害者の雇用をするという啓蒙が少ないかと思うんです。例えば議論にもならないところがかなり多いのではないでしょうかね。商工会議所とか経営者協会で色々セミナーを開いているということなんですけども、私の方もそういうことをやっているという記憶がなかったもので、私の勉強不足かもしれませんけど、もっと地元に密着した小企業と言いますか中小企業、例えば各地区に法人会の組織がございますけども、そういうところの方が中小企業に密着するのではないかと思うんです。

　雇用するにも、前回の時にも座長がおっしゃっていただいたんですけど、何かのインセンティブを付ければということだったんですけども、それは余り期待している人は少ないと思うんです。あればあるに越したことはないんですけども、ともかくそういうものをやっているということがまず少ないんじゃないかと、そう感じております。

　ですから、もっともっと末端と言いますか、お隣にローソンさん、おりますけども、そういう大企業ですとそういうセクションがございますけども、私共の小さなところで中々そういうセクションがないので、皆兼務でやっておりますけども、そういう人達に何と申しましょうか、ともかく議論すらないというのが現状かと思います。その議論のきっかけに何かということを期待しておりますけども。
　以上です。

○山鼻委員　言い訳ではないんですけれども、今年、納付金の対象の猶予が少し拡大されるということで、私共経営者協会、労働局さんの方から対象規模の企業のリストを頂戴いたしまして、それで、私共の会員企業というふうな縛りはあるんですが、そこのところに直接ダイレクトメールを出しまして、今回、説明会をいたします。障害者雇用の促進法が変わりますので、皆さんもきちんと障害者を雇用して下さいということで、労働局さんと連携いたしまして、小さな説明会という形で対象を非常に絞った形でやっております。

　また、私共が直接いろんな企業さんの方に出向く時に、一応全員に企業改正法が変わったというチラシを持って回っていただいて、規模がまだ100人以下というところでもやはり将来的にはこういうことも考えて欲しいということで、障害者雇用に関しては積極的にして下さいということで、非常に微々たるものなんですが、私共職員が一人一人会っていく企業ですので数は少ないんですけれども、それで何人雇用出来るかなというようなところもまだ微妙なんですが、一応そのような取り組みをしているということと、また、確かにおっしゃるように、障害者雇用とは何ということで、そのようなダイレクトメールを打っても反応は非常に、全部で今回60名弱の企業の方に参加いただいたんですが、対象企業からするとまだまだ漏れているということで、今年は、まだこれ実現出来るかどうか分からないのですけれども、企業が実際に雇用している現場を見ていただこうというような形で、一応手を替え品を替え経営者協会としても今後取り組んでいくというようなことで、少し言い訳を一言させていただきました。失礼いたしました。
○深井委員　では、続きまして、ハローワークの立場でございますが、後程の説明の中に入っておりますが、資料ナンバー5の一番最後のページ、4ページになりますが、障害者雇用促進法が改正になりまして、この7月に大きく3項目施行されますが、この法改正の内容等につきましては、都内17ハローワークがございまして、そのハローワークが管内のそれぞれの事業所あてにまずダイレクトメールを打ちまして、セミナー等、数次に渡って開催して、この周知を図っているところでございます。まず最初は集団の指導、それから個別指導という形で、障害者雇用について、法の周知から就職促進という形になっております。

　以上でございます。
○石井委員(代理：平澤)　よろしいですか。

○今野座長　はい、どうぞ。

○石井委員(代理：平澤)　商工会議所でございます。ご指摘ごもっともでございまして、我々としましても、お手元の資料の37ページのところで、｢事業者向けセミナー等の実施｣ということで、本部、世田谷支部等で今年度も事業目標を掲げてございます。これ以外にも、本部で定期的に労働委員会といったような会員企業さんを集めて労働の問題を議論する場はあるものですから、そこで今回の改正法の問題だとか、障害者雇用を促進するにはどうしたらいいかというような議題を取り上げて、今後、周知･啓発に努めていきたいと思っておりますので、引き続きよろしくお願いいたします。失礼いたしました。
○岡野委員　東京都障害者職業センターの岡野です。
　非常にご指摘ごもっともだなというふうに思っておりまして、私共は今年度から事業主さん向けのセミナーの開催回数を増やすこと。かつ、｢中小企業の事業主の皆さんへ｣ということを強く意識して、東京経営者協会であるとか商工会議所さん等々のネットワークを通じて――勿論ハローワークもそうですけども、広くＰＲしていただいているところです。しかし、まだまだＰＲの方法については、もう少し検討の余地があるかなと思いながらお話を伺ってしました。

　私共は、あくまでも職業リハビリテーション機関、雇用支援機関ですので、事業主の皆さんが障害のある方を雇用しようとする時の何らかの形のお手伝いをしたいという思いが非常に強いのです。本当は目一杯の所もあるのですが、前年度は18回、事業主のみな様を対象に雇用管理サポート講習会というの開催したのですけども、今年度は21回に増やしています。精神障害、知的障害等を含めて、｢初めての障害者雇用｣ということで銘打ってやっております。ハローワークのご協力を全面に得ていますが、ＰＲが足りなかったということを反省して、もう少し力を入れていきたいと思っております。

○林委員　　よろしいでしょうか。

○今野座長　どうぞ。

○林委員　　まずはＰＲということで期待するところなんですけども、その後に、例えば今、支援学校でインターンシップとか、そういうのをやっていますけども、これインターンシップになりますと3日から10日とか、1週間とか、そういう期間になるんですけども、これは少し負担になるんです。ですから、職場体験と言いますか、半日とか一日、是非まず取っかかりとしてそういうことをしていただければ、経営者の方も、ああ、そうかというような認識になるかと思うんです。
　今のお話ですと、最初から大体雇用ということが全面に出て、雇用かとなると、うーんというふうになって、うちの話じゃないというようなことになりかねないので、まずは職場体験というんですかね、例えば1時間でも構いません。ともかく授業の一部として何かやっていただければ経営者と言いますか、中小企業の理解も得られるんじゃないかと思っておりますけども。

　私共も実はそういう形で来ております。最初は本当に別世界の話ということしか感じていませんでしたけども、職場体験とかインターンシップ、そういう経験をする段階でいよいよ雇用出来るかなというふうな段階になっております。これは私共に限ってのことですけど、以上です。

○今野座長　今の件について何かございますか。

○馬籠委員　学校の立場で申し上げたいと思います。

　まず、障害者雇用促進法の改正に伴いまして、大変私共は期待をしているところでございます。軽度から中重度という幅のある子供達の就労がより促進されるのではないかということで期待をしておりますが、勿論そこにはやっぱり学校の責任もある訳で、今、先程も話がございましたように、子供達のインターンシップの内容の検討も当然していかなければならないというふうに思います。

　また、そのインターンシップでも、会社様のそういう煩わしさというか、そこら辺のやり方、会社様とのやり方も学校の方でもその方法はしっかり、今言われたことは取り組んでいきたいなと思います。

　就労がしやすくなったという点で期待していると申し上げましたけれども、働いて自立していくという観点につきまして、その子供達が働いていく中におきまして、最初は障害者雇用という大きな枠の中で軽度の子も中重度の子も一緒に就労していくと思います。ただ、それが定着していく中におきましては、ステップアップとかキャリアアップとか、やっぱりそういうことも少しは長い間には考えていかないといけないのではないのかなというふうに思います。例えば上手な雇用管理をするということになるのではないのかなと思います。
　当然職制を上げていくとか、資格を取ったら手当を上げていくとか、子供達が働いていく中にやっぱり目標となる、希望となる、社会の中で自立していけるんだという自信を付けさせることや、会社様に就職してからのことも支援していく必要があるのではないのかなと思います。いわゆるチャンスをあげるということだと思います。能力が高まった子、会社様でその辺の所で力の付いた子に対しては少なくとも人材開発が出来る仕組みを考えていくことが必要になっていくのではないかなと、そういうふうに思っております。
　以上でございます。

○今野座長　ありがとうございました。

　先程、林委員がおっしゃられたのは重要というか、新しい観点かなと思うんですけど。半日実習とか一日実習をするというのは、我々はどうしても障害者の人が就職するためのワンステップというふうに捉えますけど、林委員がおっしゃられたのは違うんですよね。啓蒙活動の一環でやってくれということなんですよね。中小企業に障害者雇用を知って貰い慣れて貰うという意味の啓蒙活動の一環として。例えば何度も言いますが、啓蒙活動の一分野として障害者の人達の半日実習とか一日実習という仕組みをつくったらどうかというご提案だと思います。後は各関係機関が、そういうアイデアもあり得るかなというふうに思ったら組み入れていただくということでいいかなと思うんですが……。
　どうぞ。

○前田参事　都教委でも今就労支援の一環として様々なことをしているんですが、その1つとして、民間の力を借りながら企業開拓に努めています。その時には、当然直接すぐに就労に繋がることは中々難しいということも考えていまして、直接雇用の前に、今、林委員がおっしゃったようなインターンシップで少しでも受け入れてくれるような企業開拓についても今様々な形でやっているということはあります。ですから、問題意識としては全く同じような問題意識を持っているということはご理解いただければと思います。
○今野座長　林委員が言われた重要なことは、就職先開拓じゃない――勿論それも重要なのですけれど、そのもっと前のところの機能というのを重要視したんじゃないか。それが面白い1つの視点だなというふうに思いましたので……。

○宮武委員　関連で。

○今野座長　どうぞ。

○宮武委員　非常に今納得出来るご意見をいただきました。知的障害の方が地域で働いて暮らすという部分で、今私共、グループホームを整備しているんですが、皆さん、総論賛成各論反対なんですね。そういう部分と言いますか、やはり知的障害の方と接する機会がないんですね。ですから、何か1つのイメージを持たれてしまうと。ですから、これは地域の住民の方も企業の方も同じだと思うんですね。学校は学校で知的障害の学校が出来て、殆どの方が作業所と言いますか、そういうところに行くと。
　だから、今、世田谷区なんかである就労継続支援Ｂ型の事業をやっているところで、朝、作業所に出勤しまして、午前中1時間か2時間地域のクリニックの方に清掃に行かせて貰うと。それは直接就労ということを目指しているということではなくて、彼ら自身が地域の中でいろんな方と接するとか、そういう知的障害理解のためということなんですね。ですから、今、林委員がおっしゃったのはまさにそういうことだと思います。

　ですから、やはりとにかく知的障害、精神障害の方に対する理解をいかに進めていくかというのは非常に大きなこれからの取り組みの1つだと思っておりますけれども。

○今野座長　ありがとうございました。

　それでは、他にございますでしょうか。よろしいでしょうか。もう全部言い切ったということでいいですか。よろしいですか。

　それでは、色々意見をいただきましたので、それをもう一度事務局で整理をしていただいて、それを踏まえて行動宣言2010を作成していただくということにさせていただきたいと思います。よろしゅうございますでしょうか。

　それでは、そういうことにさせていただきます。

　それでは、次のテーマに入りたいと思います。先程も言いましたが、次のテーマは、｢議事次第｣にありますように、テーマ別の議論に入りたいと思います。

　まず、｢精神障害者の就労支援｣についてです。これについて、まず事務局からまた説明をしていただいて、議論をさせていただければと思います。それじゃあ、お願いします。

○野原課長　それでは、議題のテーマ別議論の精神障害者に関する就労支援でございます。
　まず、このテーマについて、今まで協議会の中でも落ちついて議論したことがまだなかったのではないかなということと、後、精神障害者の方の就労について、データなどを見ますと、全体としてはまだ少ないけれども、企業は少しずつ門戸を開いてきているのではないかなと考えます。ただ、認定される人も年々増加してきて、また障害の状況も様々であるということで、取り組みとしては今後開拓も必要で、また今後頑張っていく課題であると思います。前回の3月の会議の中で議論する予定だったのですが、この時議論が中途半端に終わってしまったので、改めてお時間をとらせていただきました。

　まず、基礎的なデータについてご説明をさせていただきます。

　資料4－1をご覧下さい。先程の資料3とも重複するところはあるのですけれども、精神障害者の方はどうかという視点で資料を構成しております。1の障害者数について、これは手帳の保持者数でございます。21年度のデータでございますけれども、精神障害者の方、統計としては年齢別では算定せず一括しておりますけれども、5万5,868人ということで、下の補足の欄のところで4万4,683人、こちらから比べますと大きく増加しております。他の身体、知的に比べますと大きな増加というのが非常に顕著だというものでございます。

　次に、2番目のデータの通院医療の認定者、こちらは通院医療でございますけれども、こちらについても数値としては16年度から21年度までですけれども、こちらは増加傾向で、手帳を取得していない方も沢山いらっしゃるという状況です。

　3番目で、こちら給付の決定状況、つまり障害の状況ですけれども、表れ方も様々で、40％近くが統合失調症ではあるんですけれども、その下の気分障害というので、躁うつ病などということで、こちらも多くて、状況としては非常に様々であるというものです。どのような状況なのかということが分かり辛いので、このような基礎データをつくらせていただきました。

　次のページ、2ページ目でございますけれども、資料4－2、こちらは精神障害者の雇用に関するデータです。

　1と2がありまして、1については、平成21年6月1日現在に民間企業に雇用されている障害者の数でございます。こちら3障害別に出しておりますけれども、精神障害者については、右側の太枠の一番右側ということで、3,104人でございます。こちら小数点以下なども少し数字が出ているということで、下の参考のところも何とか0.5というのがありますけれども、短時間労働者は0.5でカウントしているので、このような端数が出てきております。このデータについては、増え方がどうかなということと、全体に占める割合がどうかなということで見ていただきたいのですが、全体として精神障害者についてはまだ非常に少なく、障害者の数の中では2.5％と少ないですけれども、19年度の1,284人から増えて3,104人で2.4倍ということで、この増加の仕方は特筆すべきものであるというものでございます。

　それから2番目、こちらは平成21年度の4月から翌年の3月までの1年間の間にハローワークを通して就職をした人数と就職率ということですので、1番の資料と視点が異なるものでございます。全体の就職者数、こちらが4,170人ということでございますけれども、身体、知的については年々この3年間の中で減少している一方、精神障害者については、19年度が894人、そして平成21年度は994人ということで、ちょうど100人増加し、伸び率としては11.2％でございます。

　3ページ目のグラフ、こちらは東京労働局から提供していただきました。左側から右下へ斜線になっているデータがありまして、一番右側のデータで｢994人｣とついている欄のところがありますが、こちらが精神障害でございます。平成13年度から21年度までのデータがありますけれども、かなり人数が増えているということがぱっとグラフで見て分かります。雇用数が増加しているということから、企業に向ける就職機会は少しずつ増えているのではないかということが考えられます。

　では、次のページに移りまして、4ページ目、資料4－3、こちらは地域における就労支援に関するデータです。こちらは我々の方もデータを収集して福祉保健局調べのデータになっておりますけれども、障害者の方にとって身近な地域の中で区市町村障害者就労支援センターと障害者就労就業･生活支援センターがそれぞれ取り組んでおりまして、実績を出しております。端的に言いますと、両方のセンターとも同じような傾向が見られると思います。

　3障害合わせてと言いますと、平成21年度実績では区市町村障害者就労支援センターでは登録者が1万128人でございます。下のところの年次推移の小さい表を見ていただきますと、登録者数については、平成19年度は6,843人、20年度8,710人ということですので、どんどん増えてきております。登録者が増えますけれども、就職者については横這いで、少なくとも増加傾向が最近では見られないというものでございます。その中で、精神については、19年度が259、21年度については343人までということですので、伸びていく傾向にある。
　障害者就業･生活支援センター、こちらの方も登録者数については平成19年度502人、平成21年度816人ということで、やはり登録者は伸びていますけれども、就職者は横這い、むしろ残念ながら減少してしまっている状況にあって、その中において精神が90人前後で、横這いでございます。

　各現場の声なども時々聞くことがありますけれども、一度障害者を就職させれば終わりではなくて、就職した後でも雇用の継続に向けてきめ細かいケアをセンターでやっているというような実情があると。時には企業を訪問したりご本人とも会ってということで、クライアントは決して減ることはないということで、末永く地域に住む方も多いということですので、実際に対応しなければいけない人は実質的には新しい方なども含めると増えていくという傾向にある。そのため、中々新規の就職者についても増やしていける状況にないのだというお話も聞いているところでございます。ただ、その中で精神が伸びてきておりますので、職場の開拓も少しずつ出来ているのかなと感じております。

　次に、5ページ目の資料4－4、こちらは東京労働局に提供していただいたもので、精神障害者に対する国の主な雇用支援策でございます。

　このうち、東京労働局とハローワークが事業主体として実施している主なものといたしましては、左側の枠の中の1番目｢障害者雇用率における精神障害者の特例｣、算定特例、それから2番目の｢精神障害者の特性に応じた支援策の充実･強化｣。

　それから、右側の方の｢精神障害者が利用出来る主な支援施策｣ということで、1番目｢ハローワークにおける職業相談･職業紹介｣ということで、こちら先程も少し話の中で出てきましたが、福祉、教育など関係機関と連携した｢チーム支援｣などをやっていくんだということで、就職の準備段階から職場定着までの一貫した支援を実施していくというものです。それから3番目、障害者試行雇用のトライアル雇用ですけれども、こちら短期間の試行雇用ということで、原則3カ月トライアルの形で受け入れて、障害者雇用に取り組むきっかけをつくって、常用雇用への移行を目指していくということで、財政的な支援をしていくというものがここに含まれるとお話をお聞きしております。
　ですので、企業に向けての支援策などについては制度としてはここにあるなということと、後それから6ページ目、精神障害者雇用安定奨励金、こちらについては、平成22年度の新規の取り組み、精神障害者の雇用や休職者の職場復帰をお考えの事業主の方に向けて、精神障害者が働きやすい職場づくりを行った事業主に対する奨励金を創出するというもので、地域限定ではなく全国的に実施をしているものだということで、資料として付けさせていただきました。

　それから次に、7枚目ですけれども、こちら先程の議論の中でも話題になりましたけれども、東京都立中部総合精神保健福祉センターで実施をしている総合就労支援プログラム｢トライワークプロジェクト｣でございます。うつ病や統合失調症の方の一般就労を目指していくコースであるとか、あと休職中の方の復職を支援するコースなどということでプログラムを組んで支援をしていくという内容の取り組みをやっております。連携プログラムにも入れたので、資料について付けさせていただきました。

　精神障害者の方の企業就労、まだ少ないですが、年々増加しており、企業としても意識付けは出来てきているのではないかと考えられます。
　その一方で、実際の地域の現場のお話を聞きますと、障害者就労支援センターに繋がった方については支援をしていくことが出来るけれども、福祉作業所などにいらっしゃる方については、就職させるというところに繋げていくことが大変なんだというお話を聞いております。そうした方を上手く掘り起こして一般就労に繋げる道筋をつくっていくのが大変だというお話しを聞いております。
　この件については、先程ご発言もいただきましたけれども、社会福祉法人多摩棕櫚亭協会の天野委員からも強い問題意識をいただいているところでございます。ということで、まとまった時間を取らせていただいたので、有効なご意見をいただければ大変ありがたいと思います。よろしくお願いいたします。

○今野座長　ありがとうございました。
　それでは、議論していただきたいのですが、天野委員からお願いします。
○天野委員　沢山あり過ぎてあれなんですけど、やっぱり精神障害者の方が随分、今言われましたように応援が大分出てきたので、前に比べれば凄く良くなったかなという気はしています。ただ、実態としてそれでももの凄い苦労しているのは、職場開拓です。

まず企業の方にお願いしたのは、やっぱり精神障害というと構えてしまうというふうな、先程の話にもありましたけれども、精神障害を知るということが余りない。精神と知的の区別というのも分からないし、｢精神障害の人、どういう人｣というのが1つと、それから、精神障害というとまず職場のうつ病を何とかしなきゃいけないというのは、それが特に大きな企業では大問題のようなので、それと一緒になって、精神は後にして、それから雇用義務化になればもう少し考えるけど精神は最後にしてというのが本音だというのは、いろんな企業の方とお話しして、実際としてはそういうことかなと思っています。

　やっぱりそれは、先程出ましたけども、少しでもいいから知ってというところで、本当に初めのお友達から始めましょうみたいな、そういうことをやっていきたいなというふうには思っています。

　それは企業に向けてなんですが、もう1つ、だけども精神の人は少しずつ進んでいるというのは、いろんなところで合同面接会とか、そういうのもあって、就職率が少し良くなっているのかなと思うんですけど、今度心配なのは定着率の方で、やっぱり精神の人というのは、面接だけでは分かり難いというところがあって、この人は十分だな、大丈夫という判断で採用されるのですが、実は基本的な労働の習慣というか、働くということが出来ていなかったりして、そういう意味ではミスマッチが結構起こっていて、精神の人を採ったけど、失敗したから二度と採らないよという声も一方で凄く聞きます。

　私達の役割としては、やっぱりそういう人を育てることだと思うんですが、その中で東京都に関連して言えば、さっき事務局が言ってくれましたけれども、本当言うと、福祉施設がまだ障害者自立支援法で皆移行していないので、就労移行支援事業というトレーニングの施設がちゃんと充実していないんですよね。殆ど就労継続支援Ｂ型になっている、精神の人はステップアップしながら少しずつ積み上げて確実にしていってやっていくというのが一番効果的だと思うんですが、そういうことが出来ないまま元気になったから就職しようみたいな、それで失敗しちゃったみたいな、そういうパターンが少し増えているので、やっぱり福祉施設からどう育てて就職に繋げるのか。

　これは宣言の中にあったと思うんですけども、福祉から就労への流れというのは、福祉施設へ行ってたまにキャリアカウンセリングのお話をしてもそんなに上手くいく訳ではないので、やっぱり地道に例えば今ある就労継続支援Ｂ型なり就労移行支援なりというものに対するインセンティブであるとか、何か取り組みをして、もう少し施設から出やすいというか、出してあげやすい方向に是非東京都としては持っていって貰いたいというふうに思っています。

　そうやって出てきた人達を今度繋げていく支援機関の方なんですけど、支援機関は少しむしろ乱立じゃないけど、沢山あるんですね。支援機関、コーディネートする機関は沢山あるんだけど、しっかり訓練した人を繋げていく訓練の場所が少ない。病気が凄く多様化しているので、精神障害の手帳を沢山の人が持っているのでいろんな人が沢山来る。それから、企業で復職出来ない、首になった人が今度は手帳を持って支援機関に行く。ということは、支援機関は統合失調症の人だけじゃなくて、そういううつ病の、しかもリワークに繋がらない人というのが来ます。それから、この頃発達の障害の方も増えている。そういう意味で、凄く多様な人に小さい支援機関が、全部対応しなきゃいけないということで、少し能率的に難しくなる。
　ですから、さっき言った公的な機関でもしやることを整理するのであれば、そういう人達についての本当の効果的なことをして欲しい。東京都立中部総合精神保健福祉センターも、復職出来る人だけじゃなくて離職した人、そういう人達をどんどん見て貰いたいし、それから、東京都心身障害者福祉センターで高次脳をするんだったら、その人達が就労支援まで繋がるにはどうしたらいいかというのをやって欲しいし、発達障害をやるなら、発達障害の研究じゃなくて、発達障害者を就職させるにはどうしたらいいかという実践を見せて欲しい。やっぱり専門的な機関はそういうことをやっていただいて、むしろ民間は本当に地道に訓練、福祉から訓練してきた人を1人ずつ繋げていってエンドレスな支援をするというふうに、役割分担も含めて全体が効率的になっていくと、もう少し成功者は増えていくのかなというふうに思います。

　何か折角数は増えたんだけど定着しない人ばかり増えちゃうと、誰にとっても良くない。企業にとっても、折角頑張って採ってあげたのにやっぱり精神の人は駄目だったよとか、それから、うつ病の人も一杯いるけど、そのうつ病の人のことにも何にも参考にならなかったよというふうになって、皆が上手くならないようにという意味では、役割分担と、その効率的なものというのを考えていったらどうかと思います。

○今野座長　ありがとうございました。

　それでは、他にいかがでしょうか。どうぞ。

○宮武委員　私は、通勤寮という、知的障害者の福祉サイドで就労支援するというような、そういうところに長くおりまして、知的障害者がずっと身体障害者の雇用促進法でしたから、それが平成10年に知的障害者が雇用義務化になったと。それで国の制度も大きく変わりまして、今あるトライアル雇用とか、それから就業･生活支援センターというのは、通勤寮の働きかけで出来たような制度なんですね。だから、知的にとって企業に送り出す時に、よく職場開拓で町工場を訪ねますと、じゃあ、1週間ぐらい来てみたらというのが普通なんですね、初めてなので、慣れるかどうかもあるし。それを通勤寮にお願いしますと。1～2週間やって、それで初めて、じゃあ、雇用しようかという話になる。

　それが職安に持っていくと、もう事前雇用だというふうに言われちゃうんですね。もう既に紹介状を発行する前に雇用実績があるんじゃないかと、納付金も使えませんよと、非常に苦しい思いをしてきたんですね。

　だから、障害特性として、やはり実習とかトライアル雇用は必要だというところで、知的障害者向けにこれは出来た制度なんですよ。今、若年トライアル雇用なんていうものも、非常に有効な制度ですけれども、それと障害者就業･生活支援事業というのは、やはり就労支援と同時に、生活の部分で、生活リズムをつくるとか、それが知的障害の障害特性だということで、ちょうど厚生省と労働省が一緒になる時でしたから、半々でお金を出してという、これで制度化されたんですね。

　だから、精神障害の場合に、知的障害者の制度を準じて使えますよと、それでいいのかどうかと言いますかね。精神障害の就労支援の実績を踏まえて、こういう新しい制度とか仕組みがあればいいだろうと。知的障害は企業が初めてでしたけど、精神障害の方は企業でも既に発病されている方が沢山いる訳でしょう。企業が逆にノウハウを持っているんじゃないかというふうに思うんですけど、その辺やっぱり知的障害に準じた形で精神障害の就労支援が今検討されるというのはいかがなものかというふうには思うんですけどね。
○岡野委員　最近、世の中が非常にせっかちになっていて、直ぐに結果を求める時代になっていると思うんですね。知的障害については、宮武委員がおっしゃられたような形で動いてきたと思います。精神障害の人は、天野委員がおっしゃるように、時間が必要となることが多いのですが、ところが、時間をかけて丁寧にやらなければいけない部分に時間を割くことが出来ず、即実習とか、病気が安定したから職場を探すところへ行ってしまうものですから、実は基本的なところが解決されていない状態で就職することになり、結果として、ご本人も企業も苦労しているということなんじゃないかなと思います。

　最近、発達障害の人の支援をしていて、色々と考えさせられることがあります。それは何かというと、発達障害の人は発達障害という診断は受けるんですが、それがその人にとってどのような生き難さがあるかということの説明は誰もしていないし、相談するところがないのではないかと思うのです。それと同じように、精神障害の人も診断書を貰って手帳は受ける。だけども、統合失調症、気分障害というものがその人にとってどういう問題なのかということのサポートが十分になされていないのではないか。そして、資格とか、技術の習得等の能力的なところに関心が行くのですが、じゃあ、振り返ってみた時に、障害をオープンにするのか、クローズなのか、その方向性が整理されていないと、特にクローズと言われたら、我々の周辺のところの限定的なサポートに留まります。事業所に行けないのでそもそも就職のところから手伝えなくなってしまうもどかしさがあります。オープンの場合は、障害をある程度整理することになりますので、きめ細かなサポートが出来ます。

　私、天野委員に伺いたいのでが、昔は多分、そのようなことに時間をかけて、そこに時間をかけながら、それでは、就職に向けてどんなスキルが必要かということを検討していたのではないかと思うんですね。だから、私は、職業訓練校の定員の拡大は本当は要らないんじゃないかと、その前にやることがあると思っているのですが…。

　最近、東京障害者職業センターの職業準備支援のプログラムではトレーニングという発想をやめました。職業準備支援は大きな範疇で捉えると職業評価の一環である職業リハビリテーション計画の策定と密接に関連するのですが、自己理解をどう促すか、自分の課題をどう整理するかをサポートすることにしていますので、｢セルフアセスメント｣という考え方を仕切りに使っています。それと同じように、リワーク、即ち精神障害者の復職支援も、コース制の考えをやめました。コースというと、3カ月のコースを経れば自動的に復職出来ると考えてしまう落とし穴があるんです。そうではなくて、自分の問題は何なのか、それを我々が提供する復職支援プログラムをどのよう使ってあなたは復職を目指すのかであり、ご自身の問題なんですね。かつ、復職支援は、我々は労働サイドの人間ですから、企業に対してどのように支援をするのか。企業の方も、うつ病で休職されている方の復職への関わり方に戸惑いがある。主治医の方もご本人の生活を見て病状を判断することになりますので、我々はコーディネートというのを非常に重要視するし、その中でそれぞれが問題意識を持って1つのゴールに向かって進めていけるようにしようとしているんですけど、このコーディネートというのは凄く時間がかかるんですね、やっぱり自己理解と密接に関連してきます。

　ご本人が自分を捉らえて、自分はこれこれのサービス、プログラムを使って復職をしたいですというところにいかない限り、周りが幾ら復職を勧めても駄目だと思います。上手くいかなかった時は、会社がこれこれをしてくれなかったからとかになってしまうことが散見されます。だから、精神障害の問題というのは、もっと個人に密着してきちっとやれる。そういった意味では、やっぱり区市町村障害者就労支援センターとか、障害者就業･生活支援センターとかというのは凄く大事だと思うし、より制度を強化していかないといけないと思うのですけれど、就労支援の結果、即ち、就職件数を求めるような気がしてならないのです。

○天野委員　厳しく言われましたから、いいですか。

○今野座長　いいですよ、しゃべっていいですけども。
○天野委員　結果を求めるのは本当にそうなんです。やっぱり私のところは国事業ですから何人就職したとかと出されますよね。でも、さっき私が言った就労継続支援Ｂ型、福祉施設をどうするかというのに今の岡野委員のお話はかかっていて、さっき言った宮武委員の話とも同じなんだけど、精神の人と知的の人が少し違うのは、やっぱり精神の人はまさに何が出来て何が出来ないか、だからあなたはどうやって生きるというのをやっていかないと駄目だし、それこそが成功するかしないかにかかっている。

　そうすると、それで、急にそんな話に行ける訳じゃなくて、やっぱり病院に入院していたり、色々あるので、そういう人達が一旦福祉施設に行って、毎日通って、いろんなお話をして、友達をつくったり安心したりということで、少しずつ少しずつ解けきて、それを積み上げていって、就労支援機関に来て、ここまで来て、じゃ、何が出来るのということで、成功パターンが出来るのですね。

　私が気になっているのは、東京都のこの施策を考える時に、沢山ある就労継続支援Ｂ型であるとか、障害者自立支援法で色々ですけれど、まだ共同作業所のままのところもあるし、まだ移行していないところも含めてどこに向かうのかです。積み上げ型は本当はここにあるんですね。そこをやっぱりちゃんともう一回見直すというか、大事にして、福祉施設にいる人達を丁寧に丁寧に育てながら、最後は就職に辿り着く。施設も抱え込まず送り出す。まさに長い道筋というのはそこにあるなと思うので、ここの部分を消して欲しくないなと。その後が課題を整理して就職に繋げる就労移行支援事業所です。でもそれは、能力開発校も有効だと私は思っているので、最後の磨きをかけて就労支援機関なり能力開発校なりが、企業に送っていけば、やっぱり企業の方も安心して、1人成功して、こんないい人がいたんだからと。とてもピュアでいい人達なので、そういうふうにみんなが良かったなと思ってくれる。やっぱりこの就労継続支援Ｂ型というか、障害者自立支援法の移行を東京都がどうするかにかかっているなと思います。
○大森委員　関連して、就労継続支援Ｂ型じゃなくて、就労移行支援を実施している立場で少し申し上げたいのは、本当にゆっくりゆっくり力を付けていっていただくんですね。回復していっていただくんですけれど、就労移行支援というのは2年間なんです。2年間で体力を付けて回復していっていただくというのは大変短い、精神の方の中ではそういう方もいらっしゃいます。その時に後1年延長していただくんですけれども、またそれが凄く大変な会議があるんですよね。後1年延長するために……

○宮武委員　認定審査会ですか。

○大森委員　認定審査会をもう一度開かなきゃいけなくて、時間もかかるんですけれど、うちの場合は本当に厳密にされるものですから時間がかかるんですね。それで、後1年延長していただいて、やっと就職に結び付いていくんですけれど、その期間ずっと病院とも関係づくりをします。だから、訓練に来ている方は、週に1回ぐらい病院に行かれる時に、うちの支援員が一緒に行ってもいいですかとお聞きして、一緒に行くようにしたりとか、ドクターの考えというのは凄く大きいものですからね、精神の方にとっては。

　後、さっき出たクローズの方、クローズで就職する方も確かにいらっしゃるんですね。その中にはどういう訳かドクターが絶対手帳を出さない方もいらっしゃったりして、少し信じられないんですけれど、そういう方もいらっしゃるんです。でも、うちは支援機関ですから、クローズの方に、会社には出向けない。さっき岡野委員がおっしゃったように、会社には絶対出向けないですよね、ばれてしまうから、クローズが。だけれど、仕事が終わると毎日のように就労支援センターの方に来て長々とおしゃべりをしてお帰りになる。その結果、定着しているというのがあるのかなと思いますから、やっぱりそういう居場所というのが精神の方にはとても大事だと思っています。

　自慢話になっちゃいますけど、定着率がとても高いんですね、うちの場合は。殆ど辞める人はいないです。というのは、やっぱりそれだけ就労の担当の者が本当に毎日のように企業を訪問して会社の人のフォローをしたり、あと就職した障害のある方のフォローをしたりして、その上、おまけに、金曜日の夜は一緒にカラオケしたり、ちょっと飲み屋に行ったりとか、そういう付き合いもしているようです。

　長くなって申し訳ありません。

○今野座長　ありがとうございました。

　私は、この件については企業の方にも意見を聞きたいなというふうに思っていたんです。井上委員と日野委員にはご意見いただこうかなと思っていたんですが、実はもう1つ議題があって、先程言いましたように、｢障害者雇用促進法の改正を踏まえた就労支援｣ということも議論したいと思っているので、時間も無いので、こうさせていただきます。まず深井委員に説明をしていただきまして、その後、議論する時に少し――なるべく効率的にお話しいただいて、効率的に議論して、時間が余ったら企業の人に意見をいただくという、そういう進め方にさせていただければと思います。それでは、この議論はここで一応終わりにさせていただいて、次に行きたいと思います。

　次は、先程言いましたように、深井委員からまず資料を説明していただいてから議論したいと思います。よろしくお願いします。

○深井委員　では、お手元に資料ナンバー5の1ページをご覧いただきますと、東京都の最近の雇用失業情勢でございます。時間の関係がありますので、これはカットさせていただきます。
　次に、都内17ハローワークの平成16年から21年度までの障害者の職業紹介状況を一覧表にしてございます。事務局の方から先程来説明されておりますので、特筆としましては、いわゆる障害別で見ますと、精神障害の方の新規求職者が最近多くなっており、就職者数もかなり伸びてきておりますので、詳しくは後程ご覧下さい。

　それでは、私からは、今、座長から言われました、障害者の促進法の改正の件でございますけども、一部は昨年4月から施行されておりますが、この7月1日から大きく3点施行されました。

　お手元にパンフレットを配布しておりますが、改正のまず1点目は、障害者の雇用納付金制度の対象事業主の拡大でございます。従来は301人以上の規模の事業主さんが対象でございましたが、今年7月からは納付金制度が労働者数200人以上の事業主さんも対象になるということでございまして、詳しくは2ページ以降に記載されております。

　2点目はいわゆる短時間労働者の方が実雇用率にカウントされます。パートタイマーなど短時間の労働者の方を雇用されている事業主の方は、この7月からは障害者雇用率制度の対象に加えるということでございまして、1週間20時間以上30時間未満の方につきましても、労働者のいわゆる分母、雇用率の際の分母にも、仮に障害をお持ちの方がいれば分子にも算入されます。詳しくは3ページ目以降にございますので後程お読みいただければと思いますが、カウントについては、1ではなくて、0.5ということになります。

　3点目は業種によって除外率が適用されている事業所がございますが、この7月から設定されている除外率が一律10ポイント引き下げられます。今まで除外されていた労働者が10％引き下げになることによって増加しますので、雇い入れる障害者も必然的に増加することになります。その詳しい内容は6ページに書かれております。

　従いまして、いわゆるパートさんなど短時間労働者を多く雇用されている企業においては、障害者の雇用義務の数が増えてまいります。また、除外率の1割引き下げ、これによりまして算定基礎の労働者が必然的に増えますので、これによりましても障害者を多く雇用しなければならなくなります。
　ハローワークとしても、企業さん、こういう景気動向の中で非常にご苦労いただくと思いますが、雇用指導官のコーナー、こちらでは企業さんに対する指導を中心に行っておりますが、その指導部門と、そして障害者の方の専門の職業相談、紹介窓口、ここが一体となって支援を行っていく体制をとっております。併せて、地域の関係機関の方とも連携をとって、数年前から｢チーム支援｣ということで取り組んでおりますので、より一層この連携を強めて対応してまいりたいと思います。
　とにかく今回の法改正によりまして、障害者の雇用が相当進むものと私共も思っておりますので、関係機関の方にはよろしくお願いしたいなと思っております。

　以上でございます。

○今野座長　ありがとうございました。

　それでは、先程の件でも今の件でも結構ですので、井上委員、何かご意見ございますか。

○井上委員　花王の井上です。精神障害に関する私共の問題意識をお伝えさせていただきます。

　資料4－2のとおり、東京都の調べのとおり、企業における精神障害の方の数がやはり毎年増えております。私共の会社も同様で、ある階層に特化したというよりも、全階層、全年齢、性別問わず疾病になられる方が残念ながら多くなってきているのが現実でございます。
　従いまして、そういう状況の中で企業としてやらないといけない問題意識を持っていますのは次ぎの3点です。まず1つめは、とにかく疾病を発生させないための早期予防、早期対策というものを企業は今まで以上に取り組まないといけないということです。4つのセルフケアとかラインケアとか色々ありますけども、いかに病気にならない、社員を病気にさせないという取り組みを企業が行うことが何といっても今は重要なことになっています。それが1点目でございます。

　2つめは、残念ながら疾病をしてしまった社員に対して、岡野委員もおっしゃっていましたけども、大変な労力がかかります。復帰するには大変難しい問題がありますし、今まで元気だった方が疾病をされると仕事も限定された仕事になってしまうということで、そのギャップが大変大きいものですから、仕事をどう組み立てるかというのが企業にとって大変難しい問題でございます。従って、疾病が出た方については、いかにスムーズに職場支援、職場に復帰して貰うかという職場の復帰のプログラムを今まで以上にしていかないといけないと思います。

　この問題、大変が難しいのは、やはり本人が周りに中々オープン出来難いという問題があって、それが職場の方にも分からないところにあります。そういう中で、休んでいると。そういう中で、いかにスムーズに職場に復帰して貰えるかということが非常に難しい問題であると実感として今持っております。

　従って、これから多分、残念ですけども社員が精神障害になってしまうという方も出ると思いますので、その方々に対する予防と出た時の職場支援というのが何といっても重要だと思います。

　それからもう1つ最後に、新たに雇用するという、そういうノウハウがまだ企業には中々ないものですから、どういう方をどういう職場で雇用して配置していけばいいのか、周りはどう支えていけばいいのか、など正直私共の会社ではまだ手探りの状況になっているのが正直なところでございまして、これからそういうことも含めてノウハウを教えていただくなど、我々も勉強しないといけないかなというふうに思っています。

　以上です。

○今野座長　それでは、日野委員、いかがですか。

○日野委員　天野委員もおっしゃっていられたとおり、いろんな企業からヒアリングをとられているとおりの状況でございまして、やはり花王さんも同様の状況で、弊社でもメンタル不調者がここ数年でかなり伸びてきています。そのため、21年に厚労省が出されている｢職場における心の健康づくり｣という指針で、第一に未然防止、未然に何とか回避出来ないかという取り組みをスタートさせています。ウェブで全従業員でストレスチェックをして、委託先からセルフのケア、フォローをしています。専門のカウンセラーがフォローしていくというような体制としています。また職場でどういうサインがあるのか、症状があるのかといったことは、管理職の集合研修で研修をしています。後は、産業医の先生も数年前までは外科の先生でしたが、メンタル専門の先生にお願いをして、メンタル不調者への色々な専門的なアドバイスを受けられるようにしています。そういう専門的なノウハウというのは企業の中にはないため外部にお願いをしている状況です。外部のカウンセリングの窓口、あるいはリワーク支援を活用して、メンタル不調者にアドバイスをいただきながら、スムーズに復職に繋げられるようにしています。

　ただ、そこで課題がやはりありまして、営業の者が復職をした時に、診断としては軽微な事務作業をまずはしながらというような支援プログラムを策定していくケースがありますが、社内に中々そういう復職出来る職場が数少なかったりだとか、メンタル不調で業務が本当に出来ていないということを本人も認識が出来ておらず、第一歩の休職に中々応じて貰えなかったりするケースもあります。また、繰り返し休職、復職を繰り返すケースもあります。そういったところが企業の中で起こっている状況で、企業内部で本当に予防して、実際になった方にフォローして、また元気に働いていただくための手を打っていくというところから仕組み作りをしている状況です。

　外部の方について、今現在で3名程障害者を採用していますが、やはり数カ月で退職をされる方もおられますし、定着をされている方もおられ、半々ぐらいという状況です。コミュニケーションの問題だとか、後は、やはり日によって波がありますので、そういった波がある時にお薬を服用されているため、症状が重たいとお薬も結構きつく傍目から見るとぼやっとされているような感じに見えることもあります。後、安定した出勤が重要なのですが、我々としては目の前に仕事がある訳で、それをこなしていただかないといけません。勤務が不安定になってくると職場のメンバーと上手く本当にやっていけるという向き合い方をしっかりと我々もノウハウとしてつくっていかないといけないと考えています。

○今野座長　ありがとうございました。

　深井委員からの先程のご報告もありましたので、主にその件についてご意見あるいはご質問があったらお願いしたいと思うんですが。
○深井委員　追加でいいですか。

○今野座長　どうぞ。

○深井委員　資料ナンバー5の東京の最近の雇用失業情勢について少々お話をさせていただきますが、都内17ハローワークの集計でございます。平成21年5月から今年の5月までの数字になっています。

　一番左端①、都内ハローワークにその月に初めて仕事を求めて来た方の数、新規求職申込件数、これが4月に括弧でﾏｲﾅｽ1.7％になっています。これは、平成20年8月以来20カ月ぶりに対前年同月比ﾏｲﾅｽになり、一安心していたところ、5月にはまた増えてしまったということで、予断を許さない状況です。
　それからもう1つ右に行きますと、新規求人数でございます。それはその月に事業所さんから人材募集の数でございまして、これにつきましてもﾏｲﾅｽ4.4％から、今年の3月を見ていただきますとﾏｲﾅｽが取れています。平成18年7月以来44カ月ぶりにプラスになり明るさが見えてきております。政府の月例経済報告でも景気については着実に回復の基調にあるということでございますけども、完全失業率が5％の高水準にあるので、その辺が気がかりということでございますが、東京におきましては求人が若干増えてきたので明るさがありますが、実は平成21年が非常に厳しい状況の中でありました。その数字に対して増えたということで、まだ心から喜べる状況ではないということです。

　③を見ていただくと、4月の月間有効求職者数は29万9,000人と約30万人、5月についてもまだ30万人近い方が仕事を求めているということで、平成21年は本当に厳しい状況でしたが、29万人はいませんでした。27～8万でございました。そういう意味では、いわゆる雇用失業情勢というのは経済動向から遅れて良くなっていくということがございますけども、まだまだ厳しい状況にあることを理解いただければと思います。

　以上です。

○今野座長　ありがとうございます。
　ご質問、ご意見ございますか。よろしいでしょうか。

　この辺で終わりたいと思います。

　今日は2つのテーマについて自由に議論していただきまして、いろんな意見をいただきました。ですから、東京都もそうですが、関連の機関の方達もそれを参考にしていっていただければというふうに思います。

　それでは、今日はこれで終わりにしまして、最後、事務局から連絡がありますので、お願いします。

○野原課長　各委員の皆様、お忙しい中、本当に本日はありがとうございました。
　まず、日程でございますけれども、今後、後半の次回の開催に当たりまして、毎年2回というふうにやっておりますけれども、来年の2月ごろを目途に開催を予定しております。年度末になるに従って予算等の話も出てまいりますので、またご意見をいただくようにしていきたいなと思いますが、開催に当たっては改めて皆様に確認のご連絡をさせていただきたいと思います。

○今野座長　ありがとうございました。

　それでは、私の担当はこれで終わりますので、ありがとうございました。

　じゃあ、最後に。

○芦田部長　今野座長、委員の皆様、長時間に渡りまして活発なご議論、ありがとうございました。
　本日いただきましたご意見を踏まえまして連携プログラム2010を完成させてまいりたいと思います。

　それでは、これをもちまして本日の会議は閉会とさせていただきます。どうもありがとうございました。

午後0時05分閉会
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